
証券コード 184A
2026年７月13日

（電子提供措置の開始日2026年７月8日）
株 主 各 位

東京都文京区向丘二丁目3番10号
株 式 会 社 学 び エ イ ド
代表取締役社長 廣 政 愁 一

第12期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。
さて、当社第12期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し

上げます。
本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに「第12期定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト https://corp.manabi-aid.jp/ir/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「学びエイド」又は「コ

ード」に「184A」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して「縦覧書
類」にある「株主総会招集通知 / 株主総会資料」欄よりご確認ください。

なお、当日ご出席願えない場合は、インターネット又は書面によって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら電子提供措置事項に掲載の株主総会参考書類をご検討のうえ、
2026年７月29日（水曜日）午後７時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げ
ます。

敬 具
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記

１．日 時 2026年７月30日（木曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都文京区向丘二丁目３番10号

東大前ＨｉＲＡＫＵ ＧＡＴＥ 地下１階 ミーティングルーム00
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第12期（自 2025年５月１日 至 2026年４月30日）事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項
第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件

４．その他招集にあたっての決定事項
(1) 代理人による議決権を行使される場合は、議決権を有する株主の方に委任する場合に限ら

れます。なお、代理人は１名とさせていただきます。
(2) ご返送いただいた議決権行使書において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の表示を

されたものとして取り扱わせていただきます。
(3) 書面とインターネットにより重複して議決権を行使された場合は、インターネットによる

議決権行使を有効な行使として取り扱わせていただきます。なお、インターネットによる
方法で複数回議決権を行使された場合は、最後の行使を有効な行使として取り扱わせてい
ただきます。

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
◎当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申し上
げます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきま
す。

◎本総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に電子提供措置事項を掲載した書面をお送りいた
しますが、法令及び当社定款の規定に基づき、次に掲げる事項につきましては、お送りする書面には記載して
おりません。したがって、当該書面は監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人が監査をした
書類の一部であります。
・株主資本等変動計算書
・個別注記表
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議決権行使のご案内
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権のご行使をお願い申し上げます。議決権のご行使に

は以下の３つの方法がございます。

株主総会への出席による議決権行使

同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

開催
日時

2026年７月30日（木曜日）午前10時
（受付開始：午前９時）

書面による議決権行使

同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、行使期限
までに到着するようにご返送ください。

行使
期限 2026年７月29日（水曜日）午後７時到着分まで

インターネットによる議決権行使
パソコン又はスマートフォン等から議決権行使ウェブサイトにアクセス
していただき、下記の行使期限までに議案に対する賛否をご入力くださ
い。議決権行使ウェブサイト及び議決権行使方法の詳細につきましては、
次頁の「インターネットによる議決権行使のご案内」をご参照ください。

行使
期限 2026年７月29日（水曜日）午後７時まで

― 3 ―



インターネットによる議決権行使についての注意事項
※ 議決権行使ウェブサイトへのアクセスに際して、通信料金及びプロ
バイダへの接続料金等は株主様のご負担となりますので、ご了承く
ださい。
※ パソコン又はスマートフォン等による議決権行使は、インターネッ
ト利用環境によっては行えない場合もございますので、ご了承くだ
さい。又、携帯電話による議決権行使は、携帯電話の機種等によっ
ては行えない場合もございますので、ご了承ください。

インターネットによる議決権行使のご案内

議決権行使コード・パスワードを入力する方法 スマートフォンにてQRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使ウェブサイト
https://www.web54.net

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権
行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使ウェブサイトにアクセス
してください。1

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」
をご入力ください。2

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」を
ご入力ください。3

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

スマートフォンにて
議決権行使書用紙
右下に記載のQR
コードを読み取って 
ください。

1

※「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内
に従って賛否をご
入力ください。

2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがパソコン向けサ
イトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・「パ
スワード」を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※  QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

インターネットによる議決権行使に関して、ご不明な点に
つきましては、以下にお問い合わせくださいますよう

お願い申し上げます。

三井住友信託銀行株式会社

受付時間：午前9時～午後9時

「次へすすむ」
をクリック

「ログイン」を
クリック

「議決権行使
コード」を
入力

「パスワード」

「次へ」を
クリック

を入力

0120-652-031
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）６名選任の件
取締役（監査等委員である取締役を除く。）５名は、本総会終結の時をもって任期満了と

なります。つきましては、経営体制の強化のため取締役（監査等委員である取締役を除く。）
６名の選任をお願いいたしたいと存じます。
なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は、独立社外取締役を委員長

とする指名・報酬委員会で審議したうえで、取締役会において決定しております。また、本
議案について監査等委員会において検討がなされましたが、意見はございませんでした。
取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補者は次のとおりです。

候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有株式数

（株）

1
廣
ひろまさ しゅういち
政 愁一

（1967年６月９日）
再任

1992年３月 東進ハイスクール予備校講師
1995年３月 ㈲RGBサリヴァン設立（現㈱RGBサリヴ

ァン）、代表取締役
1995年４月 河合塾予備校講師
2013年５月 ㈱AAA設立、代表取締役
2015年５月 当社設立、代表取締役社長（現任）
2019年４月 学校法人先端教育機構社会情報大学院大

学客員教授（現学校法人先端教育機構
社会構想大学院大学）

2021年４月 学校法人先端教育機構社会情報大学院大
学教授（現学校法人先端教育機構 社会
構想大学院大学）（現任）

390,200
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有株式数

（株）

2
小
お の た か し

野 誉之
（1965年1月11日）

新任

1989年9 月 ㈱佐鳴学院（現㈱さなる）入社
1997年5 月 ㈱がんばる学園（現NOVAホールディン

グス㈱）入社
2008年10月 ㈱ジー・エデュケーション（現NOVAホ

ールディングス㈱）代表取締役社長
2013年 9 月 自分未来きょういく㈱（現㈱ITTO）代表

取締役社長
2014年7 月 NOVAホールディングス㈱専務取締役

（現任）
2021年6 月 自分未来きょういく㈱（現㈱ITTO）取締

役（現任）
2021年6 月 自分未来ホールディングス㈱ 代表取締

役社長（現任）
2025年 7 月 当社取締役監査等委員（現任）

―

3
杉
すぎうら ひさえ
浦 久恵

（1983年11月27日）
再任

2007年４月 ㈱資生堂入社
2014年11月 ㈱エテュセ入社
2016年１月 ㈱慶應学術事業会入社
2018年５月 当社入社、マーケティング部
2019年１月 当社管理部長
2021年４月 当社取締役管理部長兼総務課長（現任）

―

4
鈴
すずき けんいち
木 健一

（1973年12月15日）
再任

1997年４月 ㈱日本システムテクノロジー入社
2000年７月 ㈱アグレックス入社
2004年８月 トレンドマイクロ㈱入社
2006年４月 バリューコマース㈱入社
2014年10月 ㈱オランゼ取締役
2019年１月 当社入社 技術部長
2020年３月 当社取締役技術部長
2023年11月 当社技術管掌取締役
2025年５月 当社製品開発管掌取締役（現任）

37,500
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候補者
番 号

氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有株式数

（株）

5
平
ひ ら ば や し あ す き
林 明日樹

（1985年７月27日）
再任

2009年４月 ㈱ジー・トレーディング入社
2009年８月 ㈱ガリバー・インターナショナル（現㈱

IDOM）入社
2010年４月 ㈲共育舎 入社
2018年10月 同社 取締役
2019年１月 ㈱TOE 代表取締役
2022年４月 当社入社 コンサルティング部
2022年７月 当社営業管掌取締役
2023年５月 当社取締役コンサルティング部長兼コン

サルティング１課長
2025年５月 当社取締役営業部長兼営業１課長（現任）

―

6

森
もりみつ なおよ
光 直代

（1961年12月27日）
新任
社外

1985年４月 日興證券㈱（現SMBC日興証券㈱）入社
2003年４月 同社第一企業法人部長
2016年４月 ㈱三井住友銀行出向
2020年４月 ㈱SBI証券入社コーポレート第二部長
2022年４月 同社企業金融法人部上席部長
2025年12月 ㈱マイクロアド取締役監査等委員（現任）

―

（注）１．各取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．小野誉之氏の戸籍上の氏名は小野尚であります。
３．森光直代氏は社外取締役候補者です。
４．森光直代氏の戸籍上の氏名は渡部直代であります。
５．社外取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要について

森光直代氏は、長年にわたり複数の証券会社において、主としてIPO（株式公開）関連業務に従事す
ることを通じて、内部統制、コーポレートガバナンス及び財務等に関する知見を有しております。当
社の企業価値及びガバナンスの向上のため、経営戦略の策定・推進に対する助言や提言、ならびにガ
バナンス体制の強化につながるものと考えております。

６．取締役候補者森光直代氏は東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしており、選任され
た場合は、独立役員として同取引所に届け出る予定であります。

７．当社は会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役および取締役（業務執行取締役等であるも
のを除く。）との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ま
た、森光直代氏の社外取締役選任の承認をいただいた場合には、上記契約を締結する予定でありま
す。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は法令で定める額としております。

８．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することとなる損害賠
償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。本議案が承認され、各
候補者が取締役に就任した場合には、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当該保険契約を更
新する予定であります。
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第２号議案 監査等委員である取締役１名選任の件
監査等委員である取締役小野誉之氏は、本総会終結の時をもって辞任により退任いたしま

す。つきましては、その補欠として監査等委員である取締役１名の選任をお願いいたしたいと
存じます。
補欠として選任する監査等委員である取締役の任期は、当社定款の定めにより、退任する監

査等委員である取締役の任期の満了する時までとなります。
なお、監査等委員である取締役の候補者は、独立社外取締役を委員長とする指名・報酬委員会
で審議したうえで、監査等委員にて審議し、取締役会において決定しております。また、本議
案については、監査等委員の同意を得ております。
監査等委員である取締役候補者は次のとおりです。
氏 名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所有株式数

（株）

亀
か め や ま な み こ
山 菜美子

（1982年4月６日）
新任

2005年 4 月 ㈱ジー・コミュニケーション入社
2010年１月 NOVAホールディングス株式会社入社

取締役秘書室長
2020年12月 同社取締役管理本部長（現任）
2022年７月 ㈱ＧＡＢＡ取締役（現任）
2024年10月 ㈱三谷温泉ひがきグループ取締役（現任）
2025年２月 ㈱朝日出版社常務取締役（現任）
2025年５月 いなよしキャピタルパートナーズ㈱取締役（現

任）

―

（注）１．監査等委員である取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
２．亀山菜美子氏の戸籍上の氏名は夏目菜美子であります。
３．監査等委員である取締役候補者の選任理由及び期待される役割の概要について

亀山菜美子氏は、NOVAグループにおいて長年にわたり学習塾を含むNOVAグループの管理本部に
携わり、事業運営に関し知見を有しております。教育現場を理解し経営視点を有する人材を取締役
（監査等委員）に迎えることにより、実態に即した監督・提言が期待されると考えております。

４．当社は会社法第427条第1項の規定に基づき、社外取締役および取締役（業務執行取締役等であるも
のを除く。）との間で会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。ま
た、亀山菜美子氏の監査等委員である取締役選任の承認をいただいた場合には、上記契約を締結する
予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は法令で定める額としております。

５．当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結し、
株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険者が負担することとなる損害賠
償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により填補することとしております。本議案が承認され、候
補者が監査等委員である取締役に就任した場合には、当該保険契約の被保険者となり、任期途中に当
該保険契約を更新する予定であります。

以上
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事 業 報 告

（自
至

2025
2026

年
年
５
４
月
月
１
30
日
日）

１．会社の現況
⑴ 当事業年度の事業の状況
① 事業の経過及び成果

当事業年度における我が国経済は、雇用情勢に持ち直しの動きが見られるものの、物価
上昇に伴う実質購買力の低下や海外景気の不確実性などを背景に、先行きが不透明な状況
で推移いたしました。こうした中、家計の生活防衛志向は一段と強まっており、教育投資
に対する費用対効果への目線も厳しさを増しております。そのため、学習塾をはじめとす
る教育事業者には、顧客から選抜されるための「高付加価値なサービスの提供」が強く求
められております。
教育業界におきましては、少子化の進行や深刻な人手不足に加え、市場の構造変化へ適

応するため、ICTの利活用による生産性の向上と他社との差別化が急務となっております。
また、政府の「GIGAスクール構想」による端末配備が概ね完了したことで、教育現場の
DXは「ICTの導入」から「具体的な利活用と定着」という実践的なフェーズへ移行いたし
ました。AIやIoT等の先進技術を活用した個別最適化された学びの提供や、業務効率化を
通じた労働生産性の改善は、教育事業者が高品質な映像授業の利活用による効率的な学習
塾運営と持続的な成長を両立させるための不可欠な要素として、その重要性を増しており
ます。
このような状況の中、当社は、『Be a Player.（教育の「意欲」の機会均等をあまねく

達成し、前向きなひとをたくさん作る企業）』という企業理念及び『「教えたい」と「教わ
りたい」をていねいに紡ぐ。』という経営理念を掲げ、その実現に向かって取り組んでお
ります。
その中でも、効果の上がる「映像授業」と効率の上がる「管理機能」を搭載した映像学

習サービス「学びエイドマスターforSchool」を大手学習塾に対して重点的に販売活動を
行うほか、大学入試改革により総合型選抜をはじめとする推薦型入試に対応した学習塾の
ためのサービス「オンライン鉄人予備校 テツヨビ」「小論文添削道場」など、首都圏の
みならず地方学習塾の教育サービスの充実をはかるための販売活動を行ってまいりまし
た。加えて、2025年５月の資本業務提携に基づく協業プロジェクトの一環として、
NOVAホールディングス株式会社が運営するITTO個別指導学院をはじめとする学習塾チ
ェーンに対し「学びエイドマスター」を導入し、学習塾の運営システムの共同開発を行う
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など、早期のシナジー効果の発揮にむけて取り組んでまいりました。また、これまで同様
教材の「映像授業化」、作問等の教材制作及び映像化したコンテンツを配信する「配信サ
ービス」を提供する「学びエイド for Enterprise」を教育関連事業者に対して提供して
まいりました。
その結果、当事業年度における売上高は、大手学習塾向けサービスの「学びエイドマス

ターforSchool」におきましては、中長期的な収益最大化に向け、システム基盤構築とサ
クセスモデル確立を最優先課題として取り組んだことから、194,783千円（前事業年度
比148.0％増）と増加いたしました。一方、出版社をはじめとした教育関連事業者向けサ
ービス「学びエイドforEnterprise」は前期末に発生した大型案件の失注影響からの受注
活動の立て直しに想定以上の時間を要し、当期中の新規受注が当初計画に対して未達とな
った結果、89,258千円（前事業年度比23.6％減）と減少し、全体では366,074千円（前
事業年度比26.3％増）となりました。
営業損失は171,739千円（前事業年度は営業損失297,060千円）、経常損失は178,797

千円（前事業年度は経常損失312,076千円）、当期純損失は179,129千円（前事業年度は
当期純損失318,036千円）となりました。
また、当社は教育デジタル事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省

略しておりますが当事業年度におけるサービス区分別の売上高は以下のとおりとなりま
す。

サ ー ビ ス 区 分 売上高（千円） 割合（％） 前期比（％）

学びエイドマスター 73,251 20.0 86.2

学びエイドマスターforSchool 194,783 53.2 248.0

学びエイドforEnterprise 89,258 24.4 76.4

その他 8,781 2.4 91.2

合 計 366,074 100.0 126.3
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② 設備投資の状況
当事業年度に実施した設備投資の総額は12,075千円（うち、有形固定資産の取得

2,425千円、無形固定資産の取得9,650千円）であります。
その主なものは、ソフトウェアの購入であり、これに必要な資金は自己資金により充当

いたしました。

③ 資金調達の状況
2025年６月16日を払込期日とする第三者割当増資により総額577,118千円及び新株予

約権（ストック・オプション）の行使によって総額3,065千円の資金調達を行いました。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況
該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況
該当事項はありません。

⑥ 吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況
該当事項はありません。

― 11 ―



⑵ 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区 分 第 ９ 期
（2023年４月期）

第 10 期
（2024年４月期）

第 11 期
（2025年４月期）

第 12 期
（当事業年度）
（2026年４月期）

売 上 高（千円） 501,333 628,721 289,910 366,074
経常利益又は
経常損失（△） （千円） 110,668 142,071 △312,076 △178,797

当期純利益又は
当期純損失（△） （千円） 93,267 118,401 △318,036 △179,129

１株当たり当期純利益
又は１株当たり当期
純損失（△）

（円） 45.10 57.25 △141.90 △54.81

総 資 産（千円） 369,742 452,334 219,672 619,014

純 資 産（千円） 171,059 289,461 135,417 536,471

1 株 当 た り 純 資 産 （円） △23.78 139.97 59.79 157.16

（注）当社は、2024年２月８日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っておりますが、2023年４月期
の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり純資産及び１株当たり当期純利益又は１株当たり
当期純損失を算定しております。

⑶ 重要な親会社及び子会社の状況
① 親会社の状況

該当事項はありません。
② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。
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⑷ 対処すべき課題
当社の優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題は以下のとおりであります。

① 収益構造の抜本的改革
当社は教材連携や添削機能を統合した「教育DXプラットフォーム」への進化を進めて

おります。従来の単発収益依存から脱却し、サブスクリプション型等のストック売上の積
み上げを強化してまいります。変革を確実にするため、NOVAホールディングス株式会
社（以下、「NOVAホールディングス」といいます。）との学習塾の共同運営を本格稼働
させ、下期への過度な業績偏重を大幅に解消することで経営基盤の安定化と持続的成長を
推進してまいります。

② 戦略的アライアンスの深化とグループシナジーの創出
当社は、NOVAホールディングスとの資本業務提携による協業を、最も相乗効果が見

込める「学習塾ドメイン」において深化・拡大させております。今後は同ドメインでのサ
クセスモデル確立や継続的な大型案件受託に向けたシステム基盤構築を最優先で進めるほ
か、当社既存コンテンツを他のグループ会社へスピーディーに横展開いたします。開発コ
ストを抑制しながらグループの強固な顧客基盤を活かし、早期の収益化と中長期的な成長
加速を図ってまいります。

③ 営業体制の再構築と運営ナレッジの蓄積による現場力の向上
通期黒字化の達成にむけ、既存顧客との関係深化と新規開拓を着実に進める営業体制の

再構築に努め、確実な受注活動にむけて営業活動を進化させてまいります。さらに、映像
授業の制作ノウハウの形式知化を進めることに加え、新たに開始した学習塾の共同運営を
通じて現場の運営実務や知見を直接当社に蓄積いたします。これを早期にプロダクトやサ
ービス改善へ還元することで、短期的・長期的なサービス価値を最大化してまいります。
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⑸ 主要な事業内容（2026年4月30日現在）
当社の教育デジタル事業における主なサービスは、以下のとおりであります。

サービス名称 商 流 サ ー ビ ス の 内 容

学びエイド

BtoC
（当社to無料の一般会員）

無料会員登録で「映像授業」が１日３コマまで視
聴可能。

BtoC
（当社to有料のプレミアム会員）

有料会員登録で「映像授業」が全科目見放題とな
ることに加え、倍速再生、教材テキストの購入が
可能。

学びエイドマスター
BtoBtoC
（当社to個人経営〜中規模の学習
塾to生徒）

「学びエイド」で提供する映像授業に加え、学習塾
専用の「映像授業」と塾運営の効率化を支援する
「管理機能」を提供。

学びエイドマスター
forSchool

BtoBtoBtoC
（当社to中規模〜大手（全国展
開）学習塾本部to傘下の学習塾
to生徒）

「学びエイドマスター」の映像授業や管理機能を
自社仕様へとカスタマイズして提供するほか、オ
リジナルの映像授業や学習管理システムの開発・
構築に対応。

学びエイド
forEnterprise

BtoB
（当社to教育関連事業者）

教育関連事業者の教材（紙媒体）の「映像授業
化」、作問等の教材作成、および映像授業化したコ
ンテンツを配信するための「配信サービス」を開
発・提供。

学習塾 BtoC
（当社to高校生・既卒生）

当社直営学習塾。「学びエイドマスター」を使用
し、多様な映像授業と生徒一人ひとりにあわせた
独自学習プログラムで効率的に学べる。

⑹ 主要な事業所（2026年4月30日現在）
本社 東京都文京区
THE DOOR（塾） 埼玉県さいたま市緑区

⑺ 使用人の状況（2026年４月30日現在）
使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

30 名 （13名） ３名減（２名減） 41.4歳 ３年10ヶ月

（注） 使用人数は就業人員であり、臨時従業員数（契約社員、パートタイマーを含む。）は年間の平均人員を
（ ）に外数で記載しております。
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⑻ 主要な借入先の状況（2026年４月30日現在）
借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 10,849千円

株 式 会 社 日 本 政 策 金 融 公 庫 7,000千円

⑼ その他会社の現況に関する重要な事項
① 資本業務提携
当社は、2025年５月30日開催の取締役会において、いなよしキャピタルパートナーズ株

式会社（以下、「ICP」といいます。）及び同社の子会社であるNOVAホールディングス株式
会社（以下、「NOVAホールディングス」）との間で、2025年５月30日付で資本業務提携の
締結を行うこと及びICPに対する第三者割当による新株式発行を行うことを決議し、同年６
月16日に払込が完了しました。
その結果、ICPは当社の発行済株式総数の33.4％に相当する数の株式を保有しておりま

す。

② 継続企業の前提に関する重要事象等
当社は、当事業年度において、現金及び現金同等物を459,872千円保有しておりますが、

前事業年度において営業損失は297,060千円、営業活動によるキャッシュ・フローは△
218,387千円となり、当事業年度における営業損失は171,739千円、営業活動によるキャ
ッシュ・フローは△108,105千円となりました。これらの財務指標の状況により継続企業
の前提に重要な疑義を生じさせるような事象が存在しております。
当社は、当該事象を解消すべく、2025年５月30日開催の取締役会において第三者割当の

方法による新株式の発行について決議すると共に、第三者割当の引受先であるICP及びICP
の子会社であるNOVAホールディングスとの間で2025年５月30日付で資本業務提携契約を
締結し、以下の取り組みを進めております。
なお、これらの払込及び割当の払込が2025年６月16日に完了したことにより、当事業年

度末の現金及び現金同等物の残高は459,872千円であり、資金繰りに重要な懸念はないと
判断しております。
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a. NOVAホールディングスとの業務提携による販路拡大、売上成長
当社は主に学習塾をはじめとする教育関連事業者向けにサービスを提供している一方、

NOVAホールディングスおよびその子会社（以下、「NOVAグループ」といいます。）は、
英会話事業や学習塾事業、保育・療育事業など多岐にわたる教育サービスを展開しており
ます。本提携により、NOVAグループが保有する全国の教室ネットワークおよび強固な法
人営業チャネルとの連携を図り、当社プロダクトの販路拡張と顧客基盤の拡大を進めてお
ります。これにより、従来はリーチが困難であった新規顧客層へのアプローチが可能とな
り、中長期的な売上成長に資する相乗効果が期待されます。
当事業年度におきましては、資本業務提携施策の第1弾として、2025年10月より「学び

エイドマスター」をNOVAグループが運営するITTO個別指導学院を始めとする学習塾チェ
ーンへ導入いたしました。今後も学習塾領域にとどまらず、同グループの多様な教育チャ
ネルを通じて、さらなる販路拡大を推進していく方針です。

b. 教育プロダクトの融合による新規サービスの開発
当社が有する映像授業や学習教材の開発ノウハウと、NOVAグループが培ってきた学習

塾運営ノウハウや語学教育の知見を融合させることにより、新たな学習サービスの共同開
発を進めております。これにより、ユーザーのライフステージや個々の学習目的に応じた
柔軟なプロダクトの提供が実現し、顧客単価の向上およびLTV（顧客生涯価値）の最大化
が期待されます。

c. 両社の知見・人材の補完による経営体制の強化
本提携に伴い、NOVAグループからの戦略的な人材登用や、同グループが有する業界知

見の共有を通じて、当社の経営体制および事業推進能力のさらなる強化を図ってまいりま
す。特に、全国規模での事業運営ノウハウや強固な人材マネジメントの知見を取り入れる
ことは、今後の当社事業のスケーラビリティ向上に大きく寄与するものと考えております。

上記のシナジー効果等による対応策により、継続企業の前提に重要な不確実性は認められ
ないと判断しております。
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２．株式の状況（2026年４月30日現在）
⑴ 発行可能株式総数 8,200,000株
⑵ 発行済株式の総数 3,413,500株
⑶ 株主数 1,146名
⑷ 大株主
株 主 名 持 株 数 （株） 持 株 比 率 （％）

いなよしキャピタルパートナーズ株式会社 1,138,300 33.35

廣 政 愁 一 809,200 23.71

Ｋ＆Ｐパートナーズ２号投資事業有限責任組合 407,400 11.93

Ｋ＆Ｐパートナーズ３号投資事業有限責任組合 136,900 4.01

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 89,900 2.63

株 式 会 社 Ｈ Ｒ 74,000 2.17

共 同 印 刷 株 式 会 社 70,000 2.05

J. P. MORGAN SECURITIES PLC 60,339 1.77

楽 天 証 券 株 式 会 社 56,800 1.66

星 野 惠 美 子 46,500 1.36

⑸ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。
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３．新株予約権等に関する事項
⑴ 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株

予約権の状況
第２回新株予約権 第３回新株予約権 第４回新株予約権

発行決議日 2019年11月28日 2021年4月27日 2022年7月28日
新株予約権の数 179個 143個 152個
新株予約権の目
的となる株式の
種類と数

普通株式 17,900株
（新株予約権１個につき100株）

（注）２

普通株式 14,300株
（新株予約権１個につき100株）

（注）２

普通株式 15,200株
（新株予約権１個につき100株）

（注）２

新株予約権の払
込金額

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権と引換えに払い込
みは要しない

新株予約権の行
使に際して出資
される財産の価
額

新株予約権1個当たり
15,000円

（１株当たり 150円） （注）２

新株予約権1個当たり
50,000円

（１株当たり 500円） （注）２

新株予約権1個当たり
55,000円

（１株当たり 550円） （注）２

権利行使期間 2021年11月29日から
2029年11月28日まで

2023年４月29日から
2031年４月27日まで

2024年７月30日から
2032年７月28日まで

行使の条件 （注）１ （注）１ （注）１

役
員
の
保
有
状
況

取締役
（監査等委員
及び社外取
締役を除く）

新株予約権の数 179個
目的となる株式数 17,900株
保有者数 ２名

新株予約権の数 143個
目的となる株式数 14,300株
保有者数 ２名

新株予約権の数 152個
目的となる株式数 15,200株
保有者数 ３名

社外
取締役
（監査等委
員を除く）

新株予約権の数 −個
目的となる株式数 −株
保有者数 −名

新株予約権の数 −個
目的となる株式数 −株
保有者数 −名

新株予約権の数 −個
目的となる株式数 −株
保有者数 −名

取締役
（監査等委
員）

新株予約権の数 −個
目的となる株式数 −株
保有者数 −名

新株予約権の数 −個
目的となる株式数 −株
保有者数 −名

新株予約権の数 −個
目的となる株式数 −株
保有者数 −名

（注）１．新株予約権の行使の条件は以下のとおりであります。
（1）新株予約権の割当を受けた者（以下、「新株予約権者」といいます。）は、権利行使時において、当

社又は当社関連会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの地位を保有していることとする。た
だし、当社又は当社関連会社の取締役又は監査役の任期満了による退任、当社又は当社関連会社の
従業員の定年による退職、その他当社取締役会の承認を得た場合はこの限りではない。

（2）新株予約権者が死亡した場合は、相続は認めないものとする。
（3）新株予約権の質入れ、担保権の設定は認めないものとする。
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２．2024年２月８日付で行った１株を100株とする株式分割により、「新株予約権の目的となる株式の
数」及び「新株予約権の行使に際して出資される財産の価額」は調整されております。

⑵ 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権の状況
該当事項はありません。
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４．会社役員の状況
⑴ 取締役の状況（2026年4月30日現在）
会社における地位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表取締役社長 廣 政 愁 一 学校法人先端教育機構 社会構想大学院大学教授

取 締 役 杉 浦 久 恵 管理部長兼総務課長

取 締 役 鈴 木 健 一 製品開発管掌

取 締 役 平 林 明日樹 営業部長兼営業第１課長

取 締 役 隈 井 恭 子
NOVAホールディングス㈱専務取締役
㈱NOVAランゲージカンパニー代表取締役社長
㈱GABA代表取締役
㈱朝日出版社取締役副社長

取 締 役
監 査 等 委 員 小 野 誉 之

NOVAホールディングス㈱専務取締役
自分未来ホールディングス㈱代表取締役社長
㈱ITTO取締役

取 締 役
監 査 等 委 員 石 塚 亮 平

麻布総合会計事務所代表
麻布総合コンサルティング㈱代表
GRITSスポーツイノベーターズ㈱取締役
アーキテクツ・スタジオ・ジャパン㈱社外取締役（監査等委員）

取 締 役
監 査 等 委 員 大 西 ひとみ 弁護士登録（第一東京弁護士会）

阿部・井窪・片山法律事務所
（注）１．石塚亮平氏及び大西ひとみ氏は、社外取締役であります。

２．監査等委員小野誉之氏は、事業会社における経営幹部としての豊富な経験を有しており、会社経営に
関する相当程度の知見を有しております。

３．監査等委員石塚亮平氏は、公認会計士の資格を有しており、財務・会計に関する相当程度の知見を有
しております。

４．監査等委員大西ひとみ氏は、弁護士の資格を有しており、法律に関する相当程度の知見を有しており
ます。

５．当社は、監査等委員石塚亮平氏及び大西ひとみ氏を、株式会社東京証券取引所に対し独立役員として
届け出ております。

６. 監査等委員会が主体となり内部統制システムを通じた組織的な監査を実施しているため、必ずしも常
勤者の選定を必要としないことから、常勤の監査等委員の選定をしておりません。

⑵ 責任限定契約の内容の概要
当社と社外取締役は、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結してお

り、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度額であります。
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⑶ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は取締役であり、被保険者は保険料を
負担しておりません。当該保険契約により株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場
合において、被保険者が負担することとなる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約
により填補することとしております。
ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、被保険者による

犯罪行為や法令に違反することを被保険者が認識しながら行った行為等に起因する損害等の
場合には填補の対象としないこととしております。

⑷ 取締役の報酬等
当社は、2024年7月30日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容にか

かる決定方針を決議しております。また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の
報酬等について、報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が当該決定方針と整
合していることや、当該決定方針に沿うものであると判断しております。取締役の個人別の
報酬等の内容にかかる決定方針の内容は次のとおりです。

① 役員報酬等の内容の決定に関する方針等
ａ．基本方針

役員の報酬額は、株主総会で決議された報酬総額の限度内において、取締役（監査等
委員である取締役を除く。）については指名・報酬委員会にて職務・貢献度・業績等を
勘案し検討した内容を取締役会へ答申し、企業価値の持続的な向上を図るインセンティ
ブとして十分に機能するよう株主利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬の
決定に際しては各職責を踏まえた適正な水準とすることを基本方針とします。

ｂ．報酬決定の方針
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は基本報酬（固定）のみとします。

監査等委員である取締役の報酬については、業務執行から独立した立場である事から基
本報酬（固定）のみとします。
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ｃ．基本報酬（固定）
基本報酬は、月例の基本報酬（固定）とし、役位、職責に応じて、当社の業績、従業

員給与の水準を考慮しながら、総合的に勘案して、取締役会で決定するものとします。
また、各取締役の具体的な基本報酬については、取締役会決議に基づき、代表取締役

社長にその決定を一任し、代表取締役社長は、株主総会において承認を得た報酬等の上
限額の範囲内において、指名・報酬委員会の答申を踏まえたうえで、決定します。な
お、ストック・オプション付与については必要に応じて随時、決定します。

ｄ．非金銭報酬等
役員の非金銭報酬等は、中長期の業績及び企業価値との連動性を高めることを目的と

したストック・オプションとし、当社の経営状況及び経営環境を考慮し、必要に応じ
て、都度支給します。新株予約権の発行数は、希薄化等の影響を考慮し、適切な上限を
設けて実施します。新株予約権の割当条件、行使条件、その他の条件は、役員に対し
て、企業価値向上のための適切なインセンティブとして機能するよう設計します。

ｅ．報酬決定の手続き
取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬の決定にあたっては、その決定の

プロセスの透明性と内容の客観性を確保する観点から、独立した社外取締役により構成
された指名・報酬委員会にて検討した内容を取締役会に答申し、審議し決定します。監
査等委員の報酬は監査等委員の協議により決定します。当社の取締役の報酬は、業績や
持続的な企業価値向上を考慮し、業務執行の適切な監督・監査によるコーポレート・ガ
バナンス向上を担う優秀な人材を確保することを目的に、各職責・能力に応じた適切な
報酬水準・報酬体系としております。
取締役の報酬額は、株主総会で決議された報酬総額の限度内において、取締役（監査

等委員である取締役を除く。）については指名・報酬委員会にて職務・貢献度・業績等
を勘案し検討した内容を取締役会へ答申し、取締役会の決議により決定し、監査等委員
である取締役については監査等委員会の協議にて決定しております。
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なお、当事業年度における当社の取締役の報酬等の額の決定過程における取締役会の
活動としては、2025年７月30日開催の取締役会において、取締役の報酬等の額につい
ての決定を代表取締役社長廣政愁一に一任する旨を決議しております。代表取締役に委
任した理由は、当社全体の業績等を勘案しつつ各取締役の担当職務について評価を行う
には代表取締役が最も適していると判断したためであります。
役員の報酬限度額は、2025年7月30日開催の第11期定時株主総会において下記のと

おり決議いただいております。
なお、当該株主総会終結時点の役員の員数は、取締役（監査等委員である取締役を除

く。）５名（うち、社外取締役は１名）、監査等委員である取締役３名（うち、社外取締
役３名）であります。
取締役（監査等委員
である取締役を除
く。）の報酬額

年額500百万円以内（使用人兼務取締役に対する使用人分給与は含まない）
（うち、社外取締役分は100百万円以内）

監査等委員である取
締役の報酬額 年額100百万円以内

なお、ストック・オプション付与については必要に応じて随時、決定することとして
おります。

② 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

区 分 報酬等の総額
（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（名）基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取締役（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

43,432
（450）

43,432
（450）

−
（ − ）

−
（ − ）

7
（2）

監査等委員である取締役
（うち社外取締役）

2,700
（2,700）

2,700
（2,700）

−
（ − ）

−
（ − ）

3
（3）

監 査 役
（うち社外監査役）

3,300
（3,300）

3,300
（3,300）

−
（ − ）

−
（ − ）

3
（3）

合 計
（う ち 社 外 役 員）

49,432
（6,450）

49,432
（6,450）

−
（ − ）

−
（ − ）

13
（8）

(注)上記には当事業年度中に退任した取締役及び監査役を含めております。
なお、当社は2025年７月30日に監査役会設置会社から監査等委員会設置会社に移行して
おります。
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⑸ 社外役員に関する事項
① 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係
社外役員の重要な兼職の状況は、「（１）取締役の状況」に記載のとおりであります。
なお、取締役隈井恭子氏及び監査等委員である取締役小野誉之氏の兼職先であるNOVAホ
ールディングス株式会社及び自分未来ホールディングス株式会社との間で動画視聴サービス
の提供等の取引を行っております。またNOVAホールディングス株式会社の親会社である
いなよしキャピタルパートナーズ株式会社は、当社の大株主(持株比率33.35％)であります。
その他兼職先との間には特別の関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

区 分 氏 名 取締役会及び監査等
委員会への出席状況

主な活動状況及び社外取締役に期待される
役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 隈 井 恭 子 取締役会11回開催、
うち９回出席

議案審議等につき、企業経営陣としての豊富な
経験や高い見識を踏まえ適宜発言し、独立した
立場から経営陣の監督に努めました。

取締役
（監査等委員） 小 野 誉 之

取締役会11回開催、
うち10回出席
監査等委員会10回開
催、うち10回出席

企業経営者としての豊富な経験や高い見識及び
他社の取締役としての豊富な経験を踏まえ適宜
発言し、独立した客観的な立場から、当社の経
営に対する実効性の高い監督等に十分な役割を
果たしました。

社外取締役
（監査等委員） 石 塚 亮 平

取締役会11回開催、
うち11回出席
監査等委員会10回開
催、うち10回出席

公認会計士としての豊富な経験や専門的な知識
及び他社の取締役・社外取締役としての豊富な
経験を踏まえ適宜発言し、独立した客観的な立
場から、当社の経営に対する実効性の高い監督
等に十分な役割を果たしました。

社外取締役
（監査等委員） 大 西 ひとみ

取締役会11回開催、
うち11回出席
監査等委員会10回開
催、うち10回出席

弁護士としての豊富な経験や専門的な知識を踏
まえ適宜発言し、独立した客観的な立場から、
当社の経営に対する実効性の高い監督等に十分
な役割を果たしました。

(注)すべての社外取締役及び監査等委員である取締役は、2025年７月30日開催の第11期定時
株主総会において、社外取締役及び監査等委員である取締役に就任したため、取締役会及
び監査等委員会においては、同日以降の出席状況を記載しております。
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５．会計監査人の状況
⑴ 名称 三優監査法人

⑵ 報酬等の額
報 酬 等 の 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 15,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 15,000千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監
査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠
などが適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同
意の判断をいたしました。

⑶ 非監査業務の内容
該当事項はありません。

⑷ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この
場合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまし
て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況
⑴ 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

当社は、会社法に定める「取締役の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するた
めの体制その他会社の業務の適正を確保するために必要なものとして、法務省令で定める体
制の整備」に関して、当社で定める内部統制システムの基本方針にしたがって以下のように
体制を整備しております。
① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合

することを確保するための体制
ａ．全ての取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が、法令及び定款の

遵守、企業理念の遵守、社会倫理の遵守及び社会的責任を達成するため、「リスク
管理・コンプライアンス規程」その他関連社内規程を整備のうえ、その周知徹底を
図る。

ｂ．市民社会への秩序や安全に脅威を与えるような反社会的勢力に対しては、「反社会
的勢力対策規程」に基づき、一切の関係を持たないこととし、不当な要求に対して
は毅然とした対応を行う。

ｃ．取締役会は、法令等に基づく適法性及び経営判断に基づく妥当性を満たすよう、
「取締役会規程」に基づき業務執行の決定と取締役（監査等委員である取締役を除
く。）の職務の監督を行う。

ｄ．監査等委員である取締役は、内部監査室、会計監査人と連携しつつ、法令等が定め
る権限を行使し、「監査等委員会規程」及び「監査等委員会監査基準」に基づき取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行を監査する。また、必要に
応じて取締役会で意見を述べる。

ｅ．内部監査室は、監査等委員である取締役、会計監査人と連携しつつ、「内部監査規
程」に基づきコンプライアンスの状況等について内部監査を行い、その結果を代表
取締役社長に報告する。

ｆ．企業倫理相談及び内部通報のための窓口を設置し、法令、定款、社内規程等に対す
る違反事実やその恐れがある行為等を早期に発見し是正するための仕組みとして、
「内部通報規程」を備え、これを周知し、運営する。
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② 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報の保存及び管理に
関する体制
ａ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行に係る情報の保存及び管

理は、「文書管理規程」に基づき適切・確実に、定められた期間、保存、管理する
こととし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持する。

ｂ．「情報システム管理規程」及び「個人情報保護規程」を定め情報資産の保護、管理
を行う。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ．取締役会は、リスク管理体制を構築する責任と権限を有し、多様なリスクを可能な

限り未然に防止し、危機発生時には企業価値の毀損を極小化するための体制を整備
する。

ｂ．「リスク管理・コンプライアンス規程」を定め、発生し得るリスクの発生防止に係
る管理体制の整備、発生したリスクへの対応策等を行う。

④ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われることを確
保するための体制
ａ．取締役会は「定款」及び「取締役会規程」に基づき、毎月定時開催し、又は必要に

応じて随時開催する。
ｂ．取締役会で決議すべき事項及び承認すべき事項は「取締役会規程」に定め、効率的

な運営を図る。
ｃ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）は緊密に意見交換を行い、情報共有を

図ることにより、効率的、機動的かつ迅速な業務を執行する。
ｄ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の執行が効率的に行われること

を確保するために、「組織規程」、「業務分掌規程」、「職務権限規程」及び「稟議規
程」を制定する。

⑤ 監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合におけ
る当該使用人に関する事項
ａ．監査等委員である取締役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、

適宜、専任又は兼任による使用人を置くこととする。
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⑥ 前条の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項
ａ．監査等委員である取締役より監査業務に必要な命令を受けた使用人は、監査等委員

である取締役の指揮・命令に服し、人事異動、処遇については、監査等委員である
取締役と取締役（監査等委員である取締役を除く。）が協議する。

⑦ 監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関す
る事項
ａ．当社は、監査等委員である取締役の職務を補助すべき使用人に関し、監査等委員で

ある取締役の指揮命令に従う旨を当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）
及び使用人に周知徹底する。

⑧ 取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員である取締役に報
告するための体制、その他監査等委員である取締役への報告に関する体制
ａ．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人は、当社に著しい損害を及

ぼすおそれのある事項及び不正行為や重要な法令又は定款違反行為を認知した場合
の他、取締役会に付議する重要な決定事項、その他重要な会議の決定事項、重要な
会計方針・会計基準及びその変更、内部監査の実施状況、重要な月次報告、その他
必要な重要事項を、法令・定款及び社内規程に基づき監査等委員である取締役に報
告する。

ｂ．監査等委員である取締役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握する
ため、取締役会及びその他重要会議に出席すると共に、業務執行に係る重要な文書
を閲覧し、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に説明を求める
ことができることとする。

⑨ 監査等委員である取締役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱
いを受けないことを確保するための体制
ａ．監査等委員である取締役への報告を行った当社の取締役（監査等委員である取締役
を除く。）及び使用人に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこ
とを禁止し、その旨を当社の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人に
周知徹底する。
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⑩ 監査等委員である取締役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その
他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項
ａ．監査等委員である取締役がその職務の執行について、当社に対し費用の前払い等の

請求をしたときは、担当部門において審議のうえ、当該請求に係る費用又は債務が
当該監査等委員である取締役の職務の執行に必要でないことを証明した場合を除
き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

⑪ その他監査等委員である取締役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
ａ．監査等委員である取締役が適正な監査の実現を図ることを可能とするため、代表取

締役は監査等委員である取締役との定期的な意見交換の場を設けると共に、内部監
査室は監査等委員と情報を共有し、連携を保つよう努める。

ｂ．監査等委員である取締役は、会計監査人と、会計監査人が把握した内部統制システ
ムの状況、リスクの評価及び監査重点項目等について、情報・意見交換等の緊密な
連携を図り、効率的な監査を実施することとする。

⑫ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方・措置
ａ．当社は「反社会的勢力対策規程」に基づき、反社会的勢力・団体・個人とは一切か

かわりを持たず、不当・不法な要求にも応じないことを基本方針とする。
ｂ．反社会的勢力に対しては、警察、暴力追放運動推進センター及び弁護士等の外部専

門機関と連携して組織的な対応を図るものとし、平素より情報収集に努め、速やか
に対処するものとする。
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⑵ 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要は以下のとおりであります。

① 取締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務執行
当事業年度において当社は取締役会を16回開催しております。毎月１回開催される取

締役会においては、業務の執行状況について報告を受けており、法令等に基づく適法性及
び経営判断に基づく妥当性を満たすよう、「取締役会規程」に基づき業務執行の決定と取
締役（監査等委員である取締役を除く。）の職務の監督を行っているほか、管理部門を通
じて適宜管理・指導を行っております。

② リスク・コンプライアンス
当社に関わる多様なリスクを可能な限り未然に防止し、危機発生時には企業価値の毀損

を最小化するほか、コンプライアンス体制の点検・強化を推進するため、リスク・コンプ
ライアンス委員会を設置しております。また、法令、定款、社内規程等に対する違反事実
やその恐れがある行為等を早期に是正するため、内部通報制度の窓口を社内外に設置し、
取り組みを強化しております。

③ 監査等委員会
監査等委員会は、監査等委員会で定めた監査計画に基づき、監査等委員である取締役の

取締役会への出席、取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人からのヒアリ
ング等を通じて、当社の内部統制システムの整備、運用状況について確認するとともに、
より健全な経営体制と効率的な運用を行うための助言を行っております。また、監査等委
員会は内部監査など内部統制に係る組織と適宜情報交換を行い、連携を保ちながら監査の
実効性を確保しております。

④ 内部統制システム全般
当社では、内部監査を通して、内部統制システム全般の整備、運用状況の評価及び改善

を実施しております。具体的には、内部監査計画に基づき、当社の各部門の業務監査を実
施いたしました。
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貸 借 対 照 表
（2026年４月30日現在）

（単位：千円）
科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）
流 動 資 産 548,519 流 動 負 債 67,784

現 金 及 び 預 金 459,872 1年内返済予定の長期借入金 15,996
売 掛 金 及 び 契 約 資 産 70,583 未 払 金 30,030
貯 蔵 品 3,208 未 払 法 人 税 等 4,888
前 払 費 用 16,298 契 約 負 債 4,117
そ の 他 115 預 り 金 2,346
貸 倒 引 当 金 △1,559 そ の 他 10,404

固 定 資 産 70,495 固 定 負 債 14,759
有 形 固 定 資 産 51,794 長 期 借 入 金 1,853
建 物 46,130 繰 延 税 金 負 債 1,738
工 具 器 具 備 品 5,663 資 産 除 去 債 務 11,168

無 形 固 定 資 産 8,893
ソ フ ト ウ ェ ア 8,893 負 債 合 計 82,543

投 資 そ の 他 の 資 産 9,808 （純 資 産 の 部）
長 期 前 払 費 用 435 株 主 資 本 536,471
敷 金 及 び 保 証 金 9,372 資 本 金 492,210

資 本 剰 余 金 482,210
資 本 準 備 金 482,210

利 益 剰 余 金 △437,949
そ の 他 利 益 剰 余 金 △437,949
繰 越 利 益 剰 余 金 △437,949

純 資 産 合 計 536,471
資 産 合 計 619,014 負 債 ・ 純 資 産 合 計 619,014

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自
至

2025
2026

年
年
５
４
月
月
１
30
日
日）

（単位：千円）
科 目 金 額

売 上 高 366,074
売 上 原 価 208,343
売 上 総 利 益 157,730
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 329,470
営 業 損 失 171,739
営 業 外 収 益

受 取 利 息 751
還 付 加 算 金 223
そ の 他 78 1,053

営 業 外 費 用
支 払 利 息 382
株 式 交 付 費 7,728 8,111

経 常 損 失 178,797
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 61 61
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 65 65
税 引 前 当 期 純 損 失 178,802
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 580
法 人 税 等 調 整 額 △252 327
当 期 純 損 失 179,129

（注）金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告
独立監査人の監査報告書

2026年６月26日
株式会社学びエイド
取 締 役 会 御 中

三 優 監 査 法 人
福岡事務所
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 吉 川 秀 嗣
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 植 木 貴 宣

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社学びエイドの2025年５月１日から2026年４月
30日までの第12期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並
びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算
書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における

当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職
業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規定を含む。）に従って、会社から独立し
ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適
切な監査証拠を入手したと判断している。

強調事項
重要な後発事象に関する注記（NOVAホールディングス株式会社による当社株式に対する公開買付けの実施）に記載のとお

り、NOVAホールディングス株式会社による会社の普通株式に対する公開買付けは、2026年４月27日から2026年５月28日ま
で実施され成立している。
これにより、2026年６月４日付でNOVAホールディングス株式会社は会社の親会社となっている。
当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監
視することにある。
当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような
重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要が
ある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することに
ある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定
に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を
立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査
証拠を入手する。
・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び
関連する注記事項の妥当性を評価する。
・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚
起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意
見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計
事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不
備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査
人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告
監 査 報 告 書

当監査等委員会は、2025年５月１日から2026年４月30日までの第12期事業年度における取締役及
び執行役の職務の執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並
びに当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び執行役並びに使
用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明するとともに、下記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要
な会議に出席し、取締役及び執行役等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて
説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査
いたしました。
② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131
条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。
2. 監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと
認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認めら
れません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制
システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認
められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人三優監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年６月26日
株式会社学びエイド 監査等委員会
監査等委員 石塚 亮平 印
監査等委員 小野 誉之 印
監査等委員 大西 ひとみ 印

以上
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見やすいユニバーサルデザイン
フォントを採用しています。

株 主 総 会 会 場 ご 案 内 図

会場：東京都文京区向丘二丁目3番10号 東大前HiRAKUGATE 地下１階
ミーティングルーム00
TEL 03-6801-8521

交通 東京メトロ南北線 東大前駅 エレベーターb出口徒歩１分
都営三田線 白山駅 徒歩12分
東京メトロ千代田線 根津駅 徒歩12分
都営バス 本郷追分停留所 徒歩１分


